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エネルギーを考えるときに･･･

• 「国民生活、経済・社会活動等に必要な「量」を、受容可能な「価
格」で確保できる（エネルギー白書2010）」ことが重要

• オイルショック（1973年・1979年）

• 地球温暖化（1990年初頭～・1997年京都議定書）

• 福島第一原子力発電所事故（2011年）

• パリ協定（2015年）

• ３E＋S Safety
安全性

efficiency
経済効率性

Environment
環境

Energy security
エネルギー安全保障

Economic

Energy security
▶どれだけエネルギーを安定的に確保し、

供給できるか。

Environment
▶環境、特に地球温暖化防止にどう対応

するか。

Economic efficiency
▶エネルギー供給コストを効率化し、生

活・産業を如何に支えるか。

Safety
▶安全性、特に原子力発電の安全性を如

何に確保するか。
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エネルギー白書2017
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COP21 パリ協定

• 世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つととも

に、1.5℃に抑える努力を追求すること、適応能力を向上させること、資金

の流れを低排出で気候に強靱な発展に向けた道筋に適合させること等に

よって、気候変動の脅威への世界的な対応を強化することを目的とする。

– 2015年12月採択

– 世界中の国々に対して、自国の削減目標・対策の策定・実施・報告が義務化さ

れた。

– 今後、省エネルギーの推進、低炭素なエネルギ－供給構造の構築を加速させて

いくことが求められる。

• 2016年11月発効

– 日本は2016年11月批准。対応の遅れが問題視されている。

– 米国は2016年9月批准。しかし、2017年6月にトランプ大統領によって脱退が

表明された。温室効果ガス排出量2位である米国の今後の動向には世界が注目。

※COP：Conference of the Parties の略。締約国会議
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地球温暖化対策計画

• 2030年度に2013年度比で26％削減するとの中期目標

について、各主体が取り組むべき対策や国の施策を明ら

かにし、削減目標達成への道筋を付けるとともに、長期

的目標として2050年までに80％の温室効果ガスの排出

削減を目指す。（平成28年5月13日）

• 「エネルギー革新戦略」(平成28年４月18日経済産業省決定)等を通じた、

徹底した省エネルギー、国民負担の抑制と両立した再生可能エネルギーの

最大限の導入、火力発電の高効率化や、安全性が確認された原子力発電の

活用、産業分野等における天然ガスシフト等各部門における燃料の多様化

等により、エネルギーミックスの実現に努める。



15エネルギー白書2017
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18エネルギー白書2017



19原子力・エネルギー図面集 2016



20環境省「2014年度温室効果ガス排出量」(CO2 Emissions from Fuel Combustion 2015(IEA)を基に作成) 

電力のCO2排出原単位（全電源）の国別比較
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エネルギー基本計画（2014年4月）

• 省エネルギーの徹底

• 再生可能エネルギーの導入の最大限の加速とこれまでの
見通しを上回る水準の導入

• 福島の再生・復興に向けた取り組みと、原子力を重要な
ベースロード電源と位置付けた原子力政策の再構築

• 化石燃料の効率的・安定的な利用

• 電力・ガスの供給網、供給構造の改善等の電力システム
改革の推進

• エネルギーに関する国民各層の理解の増進（情報の発信、
エネルギー教育の推進等）
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2030年エネルギー需給見通し（2015年7月）

平成27年7月 経済産業省 「長期エネルギー需給見通し」



2323平成27年7月 経済産業省 「長期エネルギー需給見通し」

2030年エネルギー需給見通し（2015年7月）
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「長期エネルギー需給見通し」
2030年の原子力による発電量
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年

〔再稼動の時期〕
○川内原子力発電所
1号機：2015年8月
2号機：2015年10月
○伊方発電所
3号機：2016年8月
○高浜発電所
3号機：2017年6月
4号機：2017年5月

○原子力発電による発電量見込み

左 ：国内の原子力発電所の再稼動に向けた対応状況、電事連HP
（http://www.fepc.or.jp/theme/re-operation/）

右下：エネルギーワークショップ情報資料集2017、環境政策対話研究所
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2030年見通しにおける原子力発電

• 「原発依存度は可能な限り低減」させた結果･･･

• 原発の廃炉は最小限に留まる。

• 利用可能な原発は全て再稼動して利用している。

• 運転開始から40年を経過している25基の原発も、延長
20年の申請を問題なく通過して、運転している。

･･･（原発の増設等がないとして、）このくらいの状態で
なければ2030年見通しにおける原子力の発電量は達成
できないだろう。
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原子力発電を取り巻く問題

• 再稼動は問題なく進むのか？

– 廃炉は順調に進むのか？進めることができるのか？

– 延長申請は無事に行われるのか？

• 放射性廃棄物の処分は進むのか？

• フクシマはあらゆる意味で決着が付くのか？



原子力利用に関する世論調査（原子力文化財団）

オムニバス調査

割り当て留め置き法

全国15～79歳男女 1200人

2016年10月5日～10月17日

〔原子力に関する意識〕

– 原子力利用（2014.11～2016.10）「今後日本は、原子力発電をどのように利用して

いけばよいと思いますか」

– 温暖化防止の効用（2014.11～2016.10）「原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出

さないので、地球温暖化防止に有効である」

〔情報獲得行動〕

– 情報源（メディア）（2016.10）「あなたは、ふだん原子力やエネルギーに関する情

報を何によって得ていますか」

– 情報源（イベント）（2016.10）「原子力やエネルギーに関するイベント」の中で、

参加してみたいものはどれですか」

〔トピックとして〕

– 再稼働（2016.10）「再稼働に関するご意見について、あなたのお考えにあてはまるも

のがありましたら、すべてお選びください（上位７項目）」

– 廃棄物処分（2016.10）「高レベル放射性廃棄物の処分について、あなたは、以下のよ

うな意見をどのように感じますか（上位４項目＋α）」
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エネルギー・原子力に関する保有情報量

日本のエネルギー自給率は6％である

二酸化炭素は地球温暖化の原因となる温室効果ガスの一つである

電力を安定的に供給するため、さまざまな発電方式を組み合わせ
て発電されている

原子力発電はウランの核分裂で発生した熱で水蒸気を作り、ター
ビン発電機を回して発電している

火力発電は化石燃料を燃やした熱で水蒸気を作り、タービン発電
機を回して発電している

フランスの発電電力量の約8割は原子力発電が担っている

ドイツは今後、国内の原子力発電を段階的に廃止する方針である

プルサーマルとは、原子力発電の使用済燃料から回収したプルト
ニウムを、再び原子力発電（軽水炉）の燃料として利用すること
である

使用済核燃料のウランとプルトニウムを取り出し、再び燃料とし
て使用する一連の流れを核燃料サイクルという

軽水炉の燃料は核分裂しやすいウランの割合が3～5％であるのに
対し、原子爆弾はほぼ100％である

私たちは宇宙や大地、大気や食物から常に自然の放射線を受けて
いる

放射線と放射能は違う

放射線は医療・工業・農業等さまざまな分野で利用されている

確定的影響は、一定量の放射線を受けると必ず現れる影響で、確
率的影響は、放射線を受ける量が多くなるほど影響が現れる確率
が高まる影響である

・・・「よく知っている」「ある程度知っている」の個数

情報量多 ：11～14

情報量中 ：4～10

情報量少 ：1～3

情報量なし：0

ボランティアなど社会・地域に関する認識

現在、ボランティア活動をしている。もしくは近年に活動したこ
とがある

ボランティア活動の経験はないが、機会があればぜひしたいと
思っている

地域の行事・イベント、地域の祭りなどにはよく参加するほうだ

選挙はできるだけ欠かさずに投票したいと思っている

地域（コミュニティ）における住民同士のふれあいを大切にして
いる

自治会・町内会、PTAなどの活動には進んで参加している

街の美化や美観の保全は大事だと考えている

市民はだれも、外からの訪問者や観光客に気を配り、もてなすべ
きだ

地域の伝統や文化は大事であり、継承していくように努めている

地域の防犯や環境問題など、ご近所と協力し合って具体的に対処
している

児童や若者の公共心の希薄化が気がかりだ

地域の問題や課題を行政まかせにしないで、市民も一緒に考え行
動すべきだ

地域の出来事には常に注意して、さまざまな情報を見聞きするよ
うにしている

災害時には市民の助け合いが必要であり、ふだんから準備・訓練
をしておくべきだ

地域の寺・神社などの文化財は心のよりどころとして大切にすべ
きだ

・・・選択数

認識高 ：8～15

認識中 ：3～7

認識低 ：1～2

認識なし：0

保有情報量／社会・地域に関する認識の指標

28
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原子力発電を増やしていくべきだ 東日本大震災以前の原子力発電の
状況を維持していくべきだ

原子力発電をしばらく利用するが、
徐々に廃止していくべきだ

原子力発電は即時、廃止すべきだ その他 わからない

あてはまるものはない

原子力利用
今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか。
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原子力利用×情報量
今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか。
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温暖化防止
原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出さないので、地球温暖化防止に有効である。
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温暖化防止×原子力利用
原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出さないので、地球温暖化防止に有効である。
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温暖化防止×情報量
原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出さないので、地球温暖化防止に有効である。
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情報量多

情報量中 情報量無

情報量少
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再稼動
原子力規制委員会による新

規制基準への適合確認を通過
した原子力発電所は、地元自
治体の了解を得て、再稼働さ
れることになります。

以下のような再稼働に関す
るご意見について、あなたの
お考えにあてはまるものがあ
りましたら、すべてお選びく
ださい。

16年10月全体 N=1200

安全対策を行い、厳しい審査を経て、再稼動したの

であれば、認めてもよいと思う

現状で電力は十分まかなえているので、
再稼動は必要ないと思う

原子力発電の再稼動について、

国民の理解は得られていないと思う

電力の安定供給や地球温暖化対策を考えると、原

子力発電の再稼動は必要だと思う

放射性廃棄物の処分の見通しも立っていない状況
では、再稼動するべきではないと思う

万一の大事故の不安があるので、原子力発電は再

稼動するべきでないと思う

原子力発電の再稼動は、立地地域の雇用や経済

に大きく貢献すると思う

防災体制が不十分なので、

万一のときの避難が心配だ

政府はもっと前面に出て、安全に対する

責任を取る態度を示すべきだと思う

電力会社の安全性確保への
取り組みを信じている

電源三法交付金のより良い使い方を

しっかりと考えてほしい

原子力発電所の再稼動について、多くの地元住民

は静観しているという印象がある

火山の噴火の原子力発電に
及ぼす影響が心配だ

原子力発電を再稼動したら、

早く電気代を下げるべきだと思う

原子力規制委員会が新規制基準への

適合確認をした原子力発電所は、安全だと思う

原子力発電所の再稼働については、
裁判所の判断を十分に尊重すべきだと思う

その他

わからない
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再稼働×原子力利用
再稼働に関するご意見について、あなたのお考えにあてはまるものがありましたら、すべてお選びください（上位７項目）。

0 100 200 300 400 500

国民の理解は得られていないと思う

廃棄物処分見通しない為すべきでない

厳しい審査経て再稼働なら認めてよい

政府は安全に対し責任とる態度が必要

大事故の不安あるのですべきでない

万一のときの避難が心配

電力は十分なので再稼働は必要ない

増加 震災前維持 徐々に廃止 即時廃止 不明等
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再稼働×情報量
再稼働に関するご意見について、あなたのお考えにあてはまるものがありましたら、すべてお選びください（上位７項目）。

0 100 200 300 400 500

国民の理解は得られていないと思う

廃棄物処分見通しない為すべきでない

厳しい審査経て再稼働なら認めてよい

政府は安全に対し責任とる態度が必要

大事故の不安あるのですべきでない

万一のときの避難が心配

電力は十分なので再稼働は必要ない

情報量多 情報量中 情報量少 情報量無
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HLW
高レベル放射性廃棄物の処

分について、あなたは、以

下のような意見をどのよう

に感じますか（複数回答）

16年10月全体 N=1200

高レベル放射性廃棄物の

処分は必要だと思う

高レベル放射性廃棄物の処分方法として、

地中深くに埋めることに賛成だ

国が処分地の科学的有望地を

示すことは、大切だと思う

高レベル放射性廃棄物の地層処分の

安全を確保することは可能であると思う

最終処分場で大きな事故が

起きないかと心配だ

 高レベル放射性廃棄物の最終処分場を

早急に決定しなければならない

高レベル放射性廃棄物の最終処分場は、

当分の間決定できない

高レベル放射性廃棄物の処分のリスクは、一部の

立地地域に偏っており、社会的な公正さを欠く

最終処分場が建設されると、

立地地域は活性化すると思う

処分事業が立地地域の雇用や

経済に与える恩恵は大きいと思う

最終処分場は、電力の大量消費地である

都会に作るべきだ

自分の住む市町村または近隣市町村に

最終処分場が計画されたら、反対すると思う

まず原子力発電の廃止を決めてから、高レベル放

射性廃棄物の処分を検討するべきだと思う

原子力発電の利用・廃止に関わらず、高レベル放

射性廃棄物の処分に取り組まなければいけない

その他

わからない

46.9

12.7

17.2

6.8

36.9

17.8

11.1

16.9

2.5

6.2

4.3

38.3

14.3

42.5

1.1

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%



廃棄物処分×原子力利用
高レベル放射性廃棄物の処分について、あなたは、以下のような意見をどのように感じますか（上位４項目＋α）。

0 100 200 300 400 500

処分は必要だと思う

原発利用廃止に関わらず処分検討必要

自宅近隣に処分場計画されたら反対

最終処分場で大事故が起きないか心配

国が処分地の科学的有望地示す事大切

地中深くに埋めることに賛成

増加 震災前維持 徐々に廃止 即時廃止 不明等
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廃棄物処分×情報量
高レベル放射性廃棄物の処分について、あなたは、以下のような意見をどのように感じますか（上位４項目＋α）。

0 100 200 300 400 500

処分は必要だと思う

原発利用廃止に関わらず処分検討必要

自宅近隣に処分場計画されたら反対

最終処分場で大事故が起きないか心配

国が処分地の科学的有望地示す事大切

地中深くに埋めることに賛成

情報量多 情報量中 情報量少 情報量無
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54.0

81.8

38.7

1.3

2.2

5.8

8.6

3.8

2.1

3.6

0.3

1.6

2.3

1.3

11.2

1.2

2.1

0.9

16.9

10.3

2.3

2.0

0.4

0.3

0.3

11.7

新聞

テレビ（ニュース）

テレビ（情報番組）

テレビ（ドラマ）

テレビ（CM）

ラジオ

雑誌（週刊誌・月刊誌等）

自治体の広報紙

事業者の広報紙

本・パンフレット

ビデオ・DVD

講演会・説明会・セミナー等のイベント

学校

博物館・展示館・ＰＲ施設

家族、友人、知人との会話

回覧板

国、自治体のホームページ

原子力事業者、研究機関等のホームページ

インターネット上のニュースサイト

スマートフォンのニュースアプリ

ツイッター

フェイスブック

メール配信（メールマガジン等）

その他のインターネット情報

その他

特にない

2016年10月

（％）

0 10080604020

テレビ

インターネット

情報源
（メディア）
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18.3

14.3

2.5

7.8

2.1

6.4

7.3

0.3

3.2

3.8

3.2

3.3

6.4

0.4

60.6

施設見学会

勉強会

工作教室

実験教室

趣味講座

講演会／少人数、双方向

講演会／大規模、パネリストの討論会

コンクール

バーチャル見学会

（インターネットでの疑似見学）

インターネットでの講演会視聴

インターネットでのパンフレット等の閲覧

インターネットでの図面等を用いた解説資料の閲覧

インターネットでの映像資料の視聴

その他

あてはまるものはない

（％）

8040200 60

情報源
（参加したいイベント）
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（
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（
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マ
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テ
レ
ビ

（
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Ｍ
）

ニ
ュ
ー
ス
ア
プ
リ

そ
の
他

事
業
者
広
報
誌

施
設
見
学
会

勉
強
会

工
作
教
室

実
験
教
室

趣
味
講
座

講
演
会

少
人
数
双
方
向

講
演
会

大
規
模

な
し

コ
ン
ク
ー
ル

そ
の
他

バ
ー
チ
ャ
ル

見
学
会

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

講
演
会
視
聴

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

パ
ン
フ
レ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

解
説
資
料

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

映
像
資
料

(%)

N

全体 1200 54.0 81.8 38.7 1.3 2.2 5.8 8.6 3.8 2.1 3.6 0.3 1.6 2.3 1.3 11.2 1.2 2.1 0.9 16.9 10.3 2.3 2.0 0.4 0.3 0.3 11.7

情報量多 113 73.5 86.7 49.6 3.5 3.5 11.5 12.4 5.3 3.5 14.2 1.8 5.3 5.3 5.3 9.7      - 5.3 4.4 31.0 11.5 4.4 3.5 0.9 0.9 1.8 0.9

情報量中 400 63.3 88.3 43.5 1.0 1.3 5.8 12.3 4.5 3.3 4.0 0.3 2.0 3.3 1.8 13.8 0.8 2.3 1.5 23.5 13.0 2.8 3.0 0.8 0.5 0.3 3.8

情報量少 347 51.0 86.2 39.8 1.7 2.3 4.3 7.2 4.0 2.0 2.0      - 0.9 1.7 0.6 12.1 1.7 2.0      - 14.4 10.7 1.4 0.9 0.3      -      - 9.2

情報量なし 340 39.7 67.9 28.2 0.3 2.6 5.3 4.4 2.4 0.3 1.2      - 0.6 0.6 0.3 7.6 1.5 0.9      - 7.1 6.5 1.8 1.5      - 0.3      - 27.1

認識高 134 76.1 95.5 57.5 5.2 3.7 14.2 17.2 8.2 7.5 6.0      - 4.5 2.2 2.2 17.2 0.7 3.7 2.2 20.1 9.0 3.0 5.2 3.0 0.7      - 2.2

認識中 561 63.3 87.2 44.0 0.9 2.5 6.6 11.1 5.0 2.0 4.5 0.4 1.8 3.0 1.8 12.8 1.2 2.7 1.4 20.0 11.8 2.0 2.0      - 0.4 0.4 6.4

認識低 349 42.7 76.8 29.8 0.6 1.7 2.9 3.2 1.4 1.1 2.0 0.3 0.6 1.4 0.9 9.5 0.9 1.4      - 13.5 10.6 2.9 1.7 0.3 0.3      - 13.8

認識なし 156 26.9 61.5 23.1 0.6 0.6 1.9 4.5 1.3      - 1.9      - 0.6 1.3      - 3.8 1.9      -      - 10.9 5.8 1.3      -      -      - 0.6 34.0

20％～50％ 50％～10％～20％

(%)

N

全体 1200 18.3 14.3 2.5 7.8 2.1 6.4 7.3 0.3 3.2 3.8 3.2 3.3 6.4 0.4 60.6

情報量多 113 23.9 28.3 0.9 8.8 0.9 13.3 13.3      - 3.5 9.7 5.3 5.3 8.0 0.9 43.4

情報量中 400 23.0 20.8 2.0 9.5 2.3 9.5 9.8 0.3 3.8 4.5 4.0 4.8 8.5 0.5 52.5

情報量少 347 15.6 9.2 3.5 8.6 2.3 4.6 7.2 0.9 3.2 3.7 3.2 2.9 6.6      - 63.4

情報量なし 340 13.8 7.1 2.6 4.4 2.1 2.4 2.6      - 2.4 1.2 1.5 1.2 3.2 0.6 72.9

認識高 134 30.6 32.8 3.0 15.7 3.7 20.1 20.9 2.2 4.5 6.7 6.7 6.0 12.7 1.5 31.3

認識中 561 23.5 16.8 3.4 10.3 3.2 7.1 9.1 0.2 4.1 4.8 3.7 4.1 7.7 0.2 50.4

認識低 349 10.0 7.2 1.4 2.9 0.3 2.3 1.7      - 2.3 2.3 1.7 1.7 4.6 0.6 76.5

認識なし 156 7.7 5.1 1.3 2.6 0.6 1.3 1.9      - 0.6 1.3 1.3 1.3 0.6      - 86.5

10％～20％ 20％～50％ 50％～
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以下、気候変動解説用資料
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１年の自然吸収量
31億トンC

（114億トンCO2）

１年の人為排出量
72億トンC

（264億トンCO2）

大気蓄積量
7300億トンC
（26800億トンCO2）

１年に41億トンC増加
（CO2濃度1.9ppm増）



46IPCC第5次評価報告書に加筆
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47IPCC第5次評価報告書に加筆 ※FOLU：林業及びその他の土地利用

参考：自然吸収量114億tCO2
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50IPCC第5次評価報告書 ※AFOLU：林業及びその他の土地利用の領域
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